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１．虐待防止のための取組み

障害児者虐待防止の推進のため、以下の取組みが令和４年度から義務化

（１）虐待防止委員会の設置

（２）従業者に対する虐待防止研修の実施

（３）虐待防止担当者の設置

令和４年度から運営基準にも盛り込むこと！



１．虐待防止のための取組み

（１）虐待防止委員会の設置

○虐待防止委員会の役割とは？

虐待防止のための計画づくり（虐待防止の研修、労働
環境・条件を確認・改善するための実施計画、指針の
作成）

虐待防止のチェックとモニタリング（虐待が起こりや
すい職場環境の確認等）

虐待発生後の検証と再発防止策の検討（虐待やその疑
いが生じた場合、事案検証の上、再発防止策を検討、
実行）



１．虐待防止のための取組み

（２）従業者に対する虐待防止研修の実施

○虐待防止研修とは？

虐待防止委員会にて作成した研修プログラムを基に、
年１回以上の定期的な研修を実施するとともに、新規
採用時には必ず研修を実施すること

研修の実施内容について記録すること

研修の実施は、施設内で行う職員研修及び協議会又は
基幹相談支援センター等が実施する研修に事業所が参
加した場合でも差し支えない



１．虐待防止のための取組み

（３）虐待防止担当者の設置

○虐待防止担当者の要件は？

児童発達支援管理責任者を充てること

令和 4 年 4 月厚生労働省社会・
援護局障害保健福祉部障害福祉
課地域生活支援推進室発出「障
害者福祉施設等における障害者
虐待の防止と対応の手引き」参照



２．身体拘束等の適正化について

身体拘束等の適正化の推進のため、以下の取組みが令和４年度から義務化

（１）身体拘束適正化検討委員会の設置

（２）身体拘束適正化のための指針の作成

（３）従業者に対する身体拘束適正化のための

研修実施

令和４年度から運営基準にも盛り込むこと！



２．身体拘束等の適正化について

（１）身体拘束適正化検討委員会の設置

○身体拘束適正化検討委員会とは？

事業所に従事する幅広い職種（児発管、児童指導員、看護師
等）により構成すること
構成員の責務及び役割分担を明確にするとともに、専任の担
当者を決めておくこと
委員会には、第三者や専門家を活用することが望ましい
少なくとも年１回は開催することが望ましい
法人単位及び虐待防止委員会と一体的な設置・運営も可
事業所が、報告、改善のための方策を定め、周知徹底するこ
とは、決して従業者の懲罰を目的としたものでないことに留
意すること



２．身体拘束等の適正化について

（２）身体拘束適正化のための指針の作成

○指針に盛り込む項目とは？

事業所における身体拘束等の適正化に関する基本的な考え方

身体拘束適正化検討委員会その他事業所内の組織に関する事項

身体拘束等の適正化のための職員研修に関する基本方針

事業所内で発生した身体拘束等の報告方法等の方策に関する基
本方針

身体拘束等発生時の対応に関する基本方針

利用者等に対する当該指針の閲覧に関する基本方針

その他身体拘束等の適正化の推進のための必要な基本方針



２．身体拘束等の適正化について

（３）従業者に対する身体拘束適正化のため研修の実施

○身体拘束適正化のため研修とは？

身体拘束等適正化の基礎的内容等適切な知識を普及・啓発する
とともに、作成した指針に基づき、適正化の徹底を図ること
職員教育を組織的に徹底させていくためには、指針に基づいた
研修プログラムを作成し、定期的な研修を実施（年１回以上）
するとともに、新規採用時には必ず研修を実施すること
研修の実施内容について記録すること
研修の実施に当たっては、事業所内で行う職員研修で差し支え
なく、例えば、虐待防止に関する研修において身体拘束等の適
正化について取り扱う場合は、当該研修を実施しているものと
みなして差し支えない



２．身体拘束等の適正化について

身体拘束廃止未実施減算の適用について

次の基準のうち、一つでも満たしていない場合、事業所の利用者全員に対して、１人１日５単位、基本報酬の

減算となりますので、ご留意ください。

① 身体拘束を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由

その他必要な事項を記録すること

→身体拘束等が行われていた場合ではなく、記録が行われてない場合

② 身体拘束適正化検討委員会を年１回以上開催するとともに、その結果について、従業者に周知徹底を図る

こと

③ 身体拘束適正化のための指針を整備すること

④ 従業者に対し、身体拘束等の適正化のための研修を年１回以上実施すること

①は従来の減算対象。②～④は、令和５年４月より減算が適用されます。



２．身体拘束等の適正化について



２．身体拘束等の適正化について



３．児童発達支援管理者等研修の見直し（R1～）



３．児童発達支援管理者等研修の見直し（R1～）



３．児童発達支援管理者等研修の見直し（R1～）



３．児童発達支援管理者等研修の見直し（R1～）



３．児童発達支援管理者等研修の見直し（R1～）



３．児童発達支援管理者等研修の見直し（R1～）



３．児童発達支援管理者等研修の見直し（R1～）



３．児童発達支援管理者等研修の見直し（R1～）



３．児童発達支援管理者等研修の見直し（R1～）



４．障害福祉人材の処遇改善（ベースアップ等支援加算）

「コロナ克服・新時代開拓のための経済対策」（令和３年１１月２０日閣議決定）にお

いて、障害福祉（介護）職員の収入を３％程度（月額9,000円）引き上げるための措置とし

て、令和４年２月から９月までの間で実施された臨時特例交付金による効果を継続する観

点から、令和４年１０月より行う取組みである。

福祉・介護職員等ベースアップ等支援加算とは．．．

① 加算の対象（取得要件）
従前の福祉・介護職員処遇改善加算等と同様のサービス種類とする。
（障害児通所支援事業所も対象）
現行の福祉・介護職員処遇改善（Ⅰ）から（Ⅲ）までを取得していること。
賃上げ効果の継続に資するよう、加算額の３分の２以上は、ベースアップ等（「基本
給」又は「毎月決まって支払われる手当」）の引上げに用いること。



４．障害福祉人材の処遇改善（ベースアップ等支援加算）

福祉・介護職員等ベースアップ等支援加算とは．．．

② 対象となる職種
福祉・介護職員
事業所の判断により、他の職員の処遇改善に当該処遇改善の収入を充てることができる
よう柔軟な運用を認める。

③ 申請方法
各事業所において、都道府県等に福祉・介護職員とその他職員の月額の賃金改善額を記
載した計画書（※）を提出
※月額の賃金改善額の総額（対象とする職員全体の額）の記載を求める（職員個々人の
賃金改善額の記載は求めない）

④ 報告方法
各事業所において、都道府県等に賃金改善期間経過後、計画の実績報告書（※）を提出
※月額の賃金改善額の総額（対象とする職員全体の額）の記載を求める（職員個々人の
賃金改善額の記載は求めない） 県への報告時期、様式はおって、県ホームページにて案内します。



４．障害福祉人材の処遇改善（ベースアップ等支援加算）
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